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2020年度事業計画（第 11年度） 

自  2020 年 4月 1日  至  2021年 3月 31日 

 

2019 年度に引き続き、「研究助成事業」、「研究会（学会を含む）助成事業」並びに「研

究者の海外派遣援助事業」を実施し、わが国の学術及び文化の向上発展に寄与することを

目的とします。 

事業実施に当たっては、基本財産の運用益を有効に活用するため、引き続き経常的経費

の節約につとめます。 

 

 

１．研究助成 

(１) 対象 

自然科学分野はエレクトロニクスを中心とする自然科学の研究を行う研究者

又は、研究グループ。 

人文・社会科学分野は国際化にともなう法律、経済、社会、文化等に係る諸問

題に関する研究を行う研究者又は、研究グループ。 

(２) 助成金額 

総額 332,000 千円以内とする。 

(３) 選考方法 

関連する学協会の代表者又は、大学の学部長等に推薦を依頼し、選考委員会

において選考の上、理事会で決定後、評議員会で承認する。 

 

 

 

２．研究会（学会を含む）助成 

(１) 対象 

自然科学分野はエレクトロニクスを中心とする自然科学の研究を行い、日本国

内で開催される研究会・学会。 

人文・社会科学分野は国際化にともなう法律、経済、社会、文化等に係る諸問

題に関する研究を行い日本国内で開催される研究会・学会。 

(２) 助成金額 

総額 24,000 千円以内とする。 

(３) 選考方法 

関連する学協会の代表者又は、大学の学部長等に推薦を依頼し、選考委員会に

おいて選考の上、理事会で決定後、評議員会で承認する。 
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３．研究者の海外派遣援助 

(１) 対象 

自然科学分野はエレクトロニクスを中心とする自然科学の研究を、海外で行う

研究活動、あるいは海外で開催される国際会議、シンポジウム等で研究発表する

場合の海外派遣。 

人文・社会科学分野は国際化にともなう法律、経済、社会、文化等に係る諸問

題に関する研究を、海外で行う研究活動、あるいは海外で開催される国際会議・

シンポジウム等で研究発表する場合の海外派遣。 

(２) 派遣期間 

通例 3 ヶ月以内とする。 

(３) 援助金額 

総額 28,000 千円以内とする。 

(４) 選考方法 

関連する学協会の代表者又は、大学の学部長等に推薦を依頼し、選考委員会に

おいて選考の上、理事会で決定後、評議員会で承認する。 

 

 

◎国内助成（援助）金額 合計 

合計 自然科学系 人文・社会科学系

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円）

１．研究助成 130  件程度 332,000 100 277,000 30 55,000

２．研究会（学会）助成 36  件程度 24,000 30 21,000 6 3,000

３．研究者海外派遣援助 110  件程度 28,000 80 20,000 30 8,000

合計 276  件程度 384,000 210 318,000 66 66,000

項目

４．海外での研究助成 

 引き続き、チェンマイ大学（タイ）、ペトロナス工科大学（マレーシア）への研究助成

を継続するとともに、新たにダナン工科大学、ホーチミン工科大学（ベトナム）へ研究助

成を開始する。  

(１) 対象 

自然科学分野はエレクトロニクスを中心とする自然科学の研究を行う研究者

又は、研究グループ。 

人文・社会科学分野は国際化にともなう法律、経済、社会、文化等に係る諸問

題に関する研究を行う研究者又は、研究グループ。 

(２) 助成金額 

チェンマイ大学、ペトロナス工科大学に、各 5,000 千円、総額 10,000 千円

以内とする。 

ダナン工科大学、ホーチミン工科大学に、各 3,000 千円、総額 6,000 千円

以内とする。 

 



3 

(３) 選考方法 

大学の教官に推薦を依頼し、学内で組織した選考委員会において選考の上、

理事会で決定後、評議員会で承認する。 

 

◎海外 研究助成 金額 合計 

自然科学系／人文系

件数 金額（千円）

チェンマイ大学 10  件程度 5,000

ペトロナス工科大学 10  件程度 5,000

ダナン工科大学 10  件程度 3,000

ホーチミン工科大学 10  件程度 3,000

合計 40  件程度 16,000

大学

 

 

５．年報発行 

当財団の事業活動並びに研究助成の成果報告を年報にまとめ関係者に配付する。 

 

 

６．電子申請システムの維持 

2016 年度に立ち上げた電子申請システムは、順調に稼動し、当初の予定通り、省力

化、迅速化に貢献している。電子申請システムの維持管理費として、年間 1600 千円

を計上する。 
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収支予算書
2020年 4月 1日から2021年 3月31日まで

（単位:円）

科        目 予算額 前年度予算額 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基    本    財     産     運    用    益 424,841,006 398,686,143 26,154,863

    (2) 経常費用

          基   本   財    産    受    取   利   息 50,606,906 49,400,983 1,205,923

          基  本   財   産   受   取   配   当  金 374,234,100 349,285,160 24,948,940

        事                 業                 費 419,000,000 390,000,000 29,000,000

          研       究        助        成       金 348,000,000 320,000,000 28,000,000

        経常収益計 424,841,006 398,686,143 26,154,863

          選                 考                 費 10,000,000 10,000,000 0

          印       刷        製        本       費 9,000,000 9,000,000 0

          研     究      会      助      成     金 24,000,000 24,000,000 0

          海    外    派     遣     援    助    金 28,000,000 27,000,000 1,000,000

          会                 議                 費 7,000,000 8,000,000 -1,000,000

          通                 信                 費 200,000 200,000 0

        管                 理                 費 24,396,080 24,185,465 210,615

          給       与        及        手       当 5,400,000 5,400,000 0

          減       価        償        却       費 2,100,000 2,349,640 -249,640

          手                 数                 料 3,500,000 4,940,465 -1,440,465

          賃                 借                 料 78,480 77,760 720

          シ    ス    テ     ム     保    守    料 1,587,600 1,587,600 0

          役          員           報           酬 3,000,000 0 3,000,000

          雑                                    費 600,000 1,200,000 -600,000

          開                 発                 費 500,000 0 500,000

          監          事           手           当 430,000 430,000 0

        経常費用計 443,396,080 414,185,465 29,210,615

          評価損益等調整前当期経常増減額 -18,555,074 -15,499,322 -3,055,752

          評価損益等計 0 0 0

          当期経常増減額 -18,555,074 -15,499,322 -3,055,752

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 -18,555,074 -15,499,322 -3,055,752

          一般正味財産期首残高 453,719,708 460,946,451 -460,946,451

          一般正味財産期末残高 435,164,634 445,447,129 -464,002,203

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        基  本   財   産   受   取   配   当  金 374,234,100 349,285,160 24,948,940

        投  資  有  価  証   券   受  取  利  息 757,607 810,578 -52,971

        基  本   財   産   受   取   寄   付  金 100,000,000 200,000,000 -100,000,000

        基   本   財    産    受    取   利   息 49,138,630 71,265,354 -22,126,724

          指定正味財産期首残高 31,368,282,606 28,813,124,309 -28,388,283,303

        一 般  正  味  財  産  へ  の  振  替 額 -402,386,960 -398,686,143 -3,700,817

          当期指定正味財産増減額 121,743,377 222,674,949 -100,931,572

          指定正味財産期末残高 31,490,025,983 29,035,799,258 -28,489,214,875

Ⅲ　正味財産期末残高 31,925,190,617 29,481,246,387 -28,953,217,078
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資金調達及び設備投資の見込みについて 

 

（１） 資金調達の見込みについて 

 

2020 年度における借り入れの予定はありません。 

 

（２） 設備投資の見込みについて 

 

2020 年度における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定はありませ

ん。 

 


